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(開示請求権 )

第二条 何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長 (前条第一項第四号及び第五号の政令で定める機
関にあつては、その機関ごとに政令で定める者をいう。以下同じ。)に対し、当該行政機関の保有する行政文書の

開示を請求することができる。

(開示請求の手続 )

第四条 前条の規定による開示の請求 (以下「開示請求」という。)は、次に掲げる事項を記載した書面 (以下「開示
請求書」という。)を行政機関の長に提出してしなければならない。

一 開示請求をする者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人その他の団体にあっては代表者の氏名
二 行政文書の名称その他の開示請求に係る行政文書を特定するに足りる事項
2 行政機関の長は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者 (以下「開示請求者」と
いう。)に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、行政機関の長は、開示

請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。

饉T冬 行政樺関の長lt^開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号 1二樫 土鉗奎Ⅸ以下
「不開示情報」という。`ハ IヽずЙム、バ部掃六れている場合を除き、開景請求者に対し、当該行政文書を開示しな

l■ればな島ない。

一 個人に関する情報 (事業を営お個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、当該情報に含まれる氏 .

名 生ヽ年月日その他の記沐等により特定の個人を識卯|することができるキ1の (他の情報と照合することによりt

特中の個人存識 Rllすることができることとなるものを含む^)又は特定の個人を識別することはできないが、公

にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

イ 法令の規定により又は慣行として公にされt又は公にすることが予定されている情報

口 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

ハ 当該個人が公務員等(国家公務員法 (昭和二十二年法律第百二十号)第二条第一項に規定する国家公

務員(独立行政法人通則法 (平成十一年法律第百三号)第二条第二項に規定する特定独立行政法人の役

員及び職員を除く。)、 独立行政法人等(独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律 (平成十三

年法律第百四十号。以下「独立行政法人等情報公開法」という。)第二条第一項に規定する独立行政法人

等をいう。以下同じ。)の役員及び職員、地方公務員法 (昭和二十五年法律第二百六十一号)第二条に規

定する地方公務員並びに地方独立行政法人(地方独立行政法人法 (平成十五年法律第百十八号)第二条

第一項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。)の役員及び職員をいう。)である場合において、当

該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行

の内容に係る部分  ́`
二 法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等Jとい
う。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であつて、次に掲げるもの。ただし、人の生

命、健康、生活又は財lttを保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。

イ 公にすることにより、当該法人等文は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

口11竃£腐£の要請を受け二:基にしな:ヽとの条件で任意に提供されたものであつて、法人等又は個人におけ

る通例として公にしなぃこととされそしヽるもあその花の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状

況等に照らして合理的であると認められるもの '■ ・        '   ′■

三 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国者しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ
又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の

理由がある情報     |    ■


